
平成３０年８月１日

日 本 年 金 機 構

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づく「国民年金保険料

収納事業の民間競争入札」にかかる落札者の決定及び契約の締結について

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下

「法」という。）に基づく民間競争入札を行った「国民年金保険料収納事業」については、

以下のとおり落札者が決定し、契約を締結いたしました。（他の地区については、平成２９

年１０月から事業を実施しております。）

記

１ 落札者、落札金額及び落札者の総合評価点

項
番

対象地区名（県、対象年金事務所名）
入札参加

者数
落札者名

落札金額
（税抜）

総合評価点

1 北海道地区 北海道

札幌東、札幌西、函館、旭川、

釧路、岩見沢、室蘭、小樽、

北見、帯広、砂川、稚内、留萌、

苫小牧、札幌北、新さっぽろ

2 社
アイヴィジット・

東洋紙業共同企業体
\319,999,999 937.55 点

2 東北①地区

青森 青森、八戸、弘前、むつ

2 社
アイヴィジット・

東洋紙業共同企業体
\211,784,644 833.44 点岩手 盛岡、一関、宮古、二戸、花巻

秋田 秋田、鷹巣、大曲、本荘

3 東北②地区

宮城
仙台南、仙台北、石巻、古川、

仙台東、大河原

2 社
アイヴィジット・

東洋紙業共同企業体
\295,900,000 929.14 点山形

山形、鶴岡、米沢、新庄、

寒河江

福島
東北福島、平、郡山、会津若松、

相馬、白河

4
北関東信越②

地区
埼玉

浦和、熊谷、川越、大宮、

春日部、秩父、所沢、越谷
3 社 株式会社バックスグループ \551,583,934 1,006.89 点

5
北関東信越③

地区

群馬 前橋、桐生、高崎、渋川、太田

3 社
アイヴィジット・

東洋紙業共同企業体
\295,000,000 988.37 点新潟

新潟西、長岡、上越、三条、

新発田、柏崎、新潟東、六日町

長野
長野南、岡谷、飯田、松本、

小諸、伊那、長野北

6 南関東①地区 千葉
千葉、船橋、木更津、佐原、

松戸、幕張、市川
2 社 株式会社バックスグループ \515,167,583 1,039.81 点

7 南関東②地区
東京

(東部)

千代田、中央、港、上野、文京、

足立、江東、江戸川、墨田、

葛飾、板橋、池袋、新宿、杉並、

渋谷、世田谷、品川、大田、

練馬、目黒、荒川、北、中野

3 社
アイヴィジット・

東洋紙業共同企業体
\695,385,000 914.16 点

8 南関東④地区 神奈川

鶴見、横浜中、横浜南、港北、

横浜西、川崎、平塚、相模原、

小田原、横須賀、高津、厚木、

藤沢

3 社 株式会社バックスグループ \533,511,541 1,059.46 点



２ 落札者の名称、住所及び代表者の氏名

（契約金額は上記１「落札金額」欄に記載のとおり）

①アイヴィジット・東洋紙業共同企業体（対象地区：北海道、東北①、東北②、北関東信越③、南関東②）

（代表企業）株式会社アイヴィジット
東京都渋谷区代々木２－２－１
代表取締役社長 横田 祐平

（構成企業）東洋紙業株式会社
大阪府大阪市浪速区芦原１－３－１８
代表取締役社長 小川 淳

②株式会社バックスグループ（対象地区：北関東信越②、南関東①、南関東④、中部①、中部③、近畿①、四国）

東京都渋谷区恵比寿１－１９－１９
代表取締役社長 岡田 努

③日立トリプルウィン・ＮＴＴ印刷共同企業体（対象地区：中国②）

（代表企業）日立トリプルウィン株式会社
東京都港区西新橋１－３－１
代表取締役 相島 正美

（構成企業）ＮＴＴ印刷株式会社
東京都港区芝浦３－４－１
代表取締役 安田 雅美

３ 落札者決定の理由

国民年金保険料収納事業の民間競争入札実施要項（以下「実施要項」という。）に基づ

き、入札参加に必要な資格を全て満たした者から提出された企画提案書について、日本年

項
番

対象地区名（県、対象年金事務所名）
入札参加

者数
落札者名

落札金額
（税抜）

総合評価点

9 中部①地区

富山 富山、高岡、魚津、砺波

2 社 株式会社バックスグループ \641,504,942 888.48 点

石川 金沢北、七尾、小松、金沢南

愛知

大曽根、鶴舞、笠寺、中村、

熱田、昭和、名古屋北、

名古屋西、豊橋、一宮、岡崎、

半田、刈谷、瀬戸、豊田、豊

川

10 中部③地区

岐阜
岐阜南、多治見、大垣、高山、

美濃加茂、岐阜北
2 社 株式会社バックスグループ \245,914,127 891.32 点

三重
津、四日市、松阪、尾鷲、伊

勢

11 近畿①地区

福井 福井、敦賀、武生

2 社 株式会社バックスグループ \406,345,493 955.83 点

滋賀 大津、彦根、草津

京都
上京、中京、下京、京都南、

京都西、舞鶴

奈良 奈良、大和高田、桜井

12 中国②地区

広島
広島東、広島西、福山、呉、

三原、三次、広島南、備後府

中 2 社
日立トリプルウィン・

ＮＴＴ印刷共同企業体
\249,730,000 647.45 点

山口
山口、下関、徳山、宇部、岩

国、萩

13 四国地区

徳島 徳島北、阿波半田、徳島南

2 社 株式会社バックスグループ \227,444,642 960.07 点

香川 高松東、高松西、善通寺

愛媛
松山西、今治、宇和島、松山

東、新居浜

高知 高知東、幡多、南国、高知西



金機構本部に設置する「提案書評価委員会」において審査し、本事業の目的に沿った実行

可能なものであると評価（必須項目審査）されることにより得られた基礎点と実施効果が

期待できるかを評価されることにより得られた加算点の合計（技術評価点）と入札価格を

予定価格で除して得た値を１から減じ４００を乗じて得た数値（価格評価点）の合計点数

（総合評価点）が最も高く、かつ入札価格についても予定価格の制限の範囲内であったた

め。

４ 国民年金保険料収納事業の企画提案内容の概要

（１）アイヴィジット・東洋紙業共同企業体

① 実施体制

事業全体の進捗管理、監督を行う総括責任者を配置する。また総括責任者を補佐

し、事業全体の進捗管理、品質管理を行う副総括責任者を配置する。

地域部ごとにエリア統括責任者を１名、都道府県ごとに地域責任者を１名配置

し、地域部及び年金事務所との連絡、調整を行う。

戸別訪問員について都道府県に１名以上の訪問リーダーを配置し、戸別訪問員の

監督、教育研修・戸別実績管理を行う。

また、品質管理チームを配置し、督励のモニタリング、研修、数値分析を行う。

② 実施方法

滞納者を未納者属性ごとに分類し、年金事務所と連携することで、各未納者の特

徴に応じた効果的・効率的な納付督励を行う。

電話業務については、接触率を向上のため、夜間帯の督励比率を高めるとともに、

未納者属性により接触しやすい曜日・時間帯への督励を実施する。

訪問業務についても、接触率を高めるために、土日祝日及び平日夜間帯の訪問活

動を強化する。

（２）株式会社バックスグループ

① 実施体制

事業全体の督励計画の決定・進捗管理を行うために、総括責任者を配置する。ま

た、総括責任者を補佐し、事業全体の進捗管理、品質管理を行うために、副総括責

任者を配置する。

電話・文書は受託地区ごとに地域責任者を配置し、担当地区の督励計画の立案・

進捗管理を行うとともに、各年金事務所と連絡、調整を行う。

訪問業務では、各都道府県ごとに地域責任者を配置し、担当地区を管理し、督励

計画の立案・進捗管理を行う。また、地域責任者の業務を補助するために、各県１

０名ごとに１人の訪問リーダーを併せて配置する。

電話業務では、オペレーター席 8席ごとに 1名のスーパーバイザーを配置し、オ

ペレーターの監督及び教育を行う。

品質管理責任者を配置し、独立した立場から業務遂行状況の監査、業務品質向上

計画の策定等を行う。



② 実施方法

滞納者を未納者属性ごとに分類し、各未納者属性に応じたトークスクリプトを使

用することで効果的な督励を行う。

電話業務においては、接触の高い時間帯（夜間・土日祝日）の督励比重を高め、

また過去の接触状況を分析し、接触率を高める。

訪問業務においては、接触できる可能性が高い週末の訪問を強化するために、土

日専任訪問員を配置する。また、エリアフリー訪問員も配置する。

（３）日立トリプルウィン・ＮＴＴ印刷共同企業体

① 実施体制

総括責任者を配置し、事業全体の指揮・監督を行う。また、地域責任者として地

域部ごとに地域統括責任者、都道府県ごとに統括スーパーバイザーを配置し、督励

計画の作成、業務の進捗管理、訪問督励員の管理、監督及び育成を行う。

訪問業務においては、訪問督励員平均５名ごとにユニットを編成し、そのうち 1

名が訪問リーダーとして、ユニット内の他の督励員の管理・監督を行う。

電話業務においては、平均 20 名ごとにユニットを編成し、オペレーターを管理

監督するために、コールスーパーバイザーを配置する。

また、品質管理グループを設置し、事故防止と品質管理、向上について評価・指

導を行う。

② 実施方法

滞納者を滞納期間別、年代別、地域別、免除区分等の特性別に分類し、その上で

「電話」・「訪問」・「文書」による督励手法を、各滞納者特性に応じて組み合わ

せ、効果的、効率的に督励を実施する。特に電話督励において、留守が続いた滞納

者には文書督励、納付・免除申請約束不履行者には訪問督励を組み合わせる。


